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平成２１年第２回三重県議会定例会提出予定議案概要

区 分 件 名 概 要

予 算 １件
条 例 案 ８件 議案１２件
その他議案 ３件
報 告 ３０件
認 定 ４件
提 出 件
計 ４６件

◎予算
（１件） 【１】

総務部 平成 年度三重県一般会計補正予算（第９号）21

◎条例案
（８件） 【２】

生活・文化部 三重県高校生修学支援臨時 国から交付される高等学校授業料減免事業等支援臨時特例
教育委員会 特例基金条例案 交付金により、経済的な理由により高等学校等における修学

が困難な者の教育機会の確保に資するため、三重県高校生修
学支援臨時特例基金を設置するものである。

（ ）公布の日から施行
（主な制定内容）

( ) 基金の設置、積立て、管理、運用益金の処理、処分、繰替運用1
等について規定する。

( ) 平成２４年６月３０日限り、その効力を失う。2
( ) 基金に残余財産があるときは、当該残余財産の額に相当する金3
額を予算に計上して、国庫に納付するものとする。

〈参 考〉

○ 高等学校授業料減免事業等支援臨時特例交付金の概要

経済及び雇用状況の悪化に伴う保護者の失職等により、高等学校等の生徒が経済的理由により修学

が困難となることが懸念されている。国は高等学校授業料減免事業等支援臨時特例交付金を創設し、

これを基に各都道府県において基金を造成し、学ぶ意欲のある高等学校等の生徒が経済的理由によっ

て修学を断念することがないよう、教育機会の確保に努める。
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区 分 件 名 概 要

【３】
健康福祉部 三重県医療施設耐震化臨時 国から交付される医療施設耐震化臨時特例交付金により、

特例基金条例案 大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院等
の医療施設について、平成２３年３月３１日までに採択した
耐震化事業を実施し、地震発生時において適切な医療提供体
制の維持を図るため、三重県医療施設耐震化臨時特例基金を
設置するものである。

（ ）公布の日から施行

（主な制定内容）

・ 基金の設置、積立て、管理、運用益金の処理、処分、繰替運用等

について規定する。

〈参 考〉

○ 医療施設耐震化臨時特例交付金の概要

大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院等の医療施設の耐震整備を行い、地震発

生時において適切な医療提供体制の維持を図るため、医療施設耐震化臨時特例交付金が交付される。

なお、平成２３年４月１日以降は新規事業の採択は行わず、平成２３年３月３１日までに採択した

案件に対する必要な経費の支出、運用益金の繰入れ及び精算に関する業務のみを行うことができるも

のとする。

【４】
環境森林部 三重県グリーンニューディ 国から交付される地域環境保全対策費補助金及び二酸化炭

ール基金条例案 素排出抑制対策事業費等補助金により、地球温暖化等の喫緊
の環境問題の解決を図るための事業を実施し、当面の雇用機
会の創出及び中長期的に持続可能な地域経済社会の構築につ
なげるため、三重県グリーンニューディール基金を設置する
ものである。

（公布の日から施行）
（主な制定内容）

( ) 基金の設置、積立て、管理、運用益金の処理、処分、繰替運用1
等について規定する。

( ) 平成２４年５月３１日限り、その効力を失う。2
( ) 基金に残余財産があるときは、当該残余財産の額に相当する金3
額を予算に計上して、国庫に納付するものとする。

＜参 考＞

○ 地域グリーンニューディール基金事業の概要

都道府県又は指定都市に設置する基金の造成に必要な補助金を交付することにより、地域の実情に

応じて、地球温暖化等の喫緊の環境問題を解決するために次に掲げる事業を実施することを目的とす

る。

１ 地球温暖化対策に係る地方公共団体実行計画関係事業

２ 都道府県廃棄物処理計画及び一般廃棄物処理計画関係事業

３ ＰＣＢ廃棄物処理計画及び一般廃棄物処理計画関係事業

４ 海岸漂着物地域対策推進事業
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区 分 件 名 概 要

【５】
総務部 三重県職員退職手当支給条 国家公務員退職手当法の一部改正の状況等にかんがみ、退

例の一部を改正する条例案 職手当制度の一層の適正化を図り、もって公務に対する県民
の信頼確保に資するため、退職手当支払後に、在職期間中に
懲戒免職処分を受けるべき行為をしたと認められた場合、退
職した元職員に退職手当の全部又は一部を返納させることが
できることとする等、退職手当について新たな支給制限及び
返納等の制度を創設するものである。

（平成２１年１１月１日から施行）
（主な改正内容）

(1) 支給制限・返納等の事由を拡大する。

( ) 返納等の処分対象者の範囲を拡大する。2
(3) 一部不支給・一部返納制度を創設する。

(4) 人事委員会への意見聴取を義務付ける。

【６】
環境森林部 三重県手数料条例の一部を 土壌汚染対策法の一部改正にかんがみ、手数料についての

改正する条例案 規定を整備するものである。
（規則で定める日から施行）

（主な改正内容）

・汚染土壌処理業許可申請手数料の追加

＜参 考＞

○ 土壌汚染対策法関係

（ ） 、 、土壌汚染対策法の改正 平成２１年４月 により 汚染土壌の処理を業として行おうとする者は

汚染土壌処理施設ごとに、その汚染土壌処理施設の所在地を管轄する都道府県知事の許可を受けな

ければならないことになった。

【７】
警察本部 三重県警察関係手数料条例 銃砲刀剣類所持等取締法等の一部改正にかんがみ、手数料

の一部を改正する条例案 についての規定を整備するものである。
（ ）平成２１年１２月４日から施行

（主な改正内容）

・銃砲刀剣類所持等取締法関係手数料について手数料の額を変更し、

認知機能検査受検手数料等を設ける。

＜参 考＞

○ 銃砲刀剣類所持等取締法の一部を改正する法律

銃砲刀剣類の所持許可の要件の厳格化に伴い、高齢者に対する認知機能検査の導入、射撃技

能に関する講習の講習義務の新設等がなされたものである。

○ 地方公共団体の手数料の標準に関する政令の一部を改正する政令

銃砲刀剣類所持等取締法に基づく事務に係る手数料が改正されたものである。
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区 分 件 名 概 要

【８】
教育委員会 公立学校職員の退職手当に 国家公務員退職手当法の一部改正の状況等にかんがみ、退

関する条例の一部を改正す 職手当制度の一層の適正化を図り、もって公務に対する県民
る条例案 の信頼確保に資するため、退職手当支払後に、在職期間中に

懲戒免職処分を受けるべき行為をしたと認められた場合、退
職した元職員に退職手当の全部又は一部を返納させることが
できることとする等、退職手当について新たな支給制限及び
返納等の制度を創設するものである。

（平成２１年１１月１日から施行）
（主な改正内容）

(1) 支給制限・返納等の事由を拡大する。

( ) 返納等の処分対象者の範囲を拡大する。2
(3) 一部不支給・一部返納制度を創設する。

(4) 人事委員会への意見聴取を義務付ける。

【９】
企業庁 企業庁企業職員の給与の種 国家公務員退職手当法の一部改正の状況等にかんがみ、退

類及び基準に関する条例の 職手当制度の一層の適正化を図り、もって公務に対する県民
一部を改正する条例案 の信頼確保に資するため、退職手当支払後に、在職期間中に

懲戒免職処分を受けるべき行為をしたと認められた場合、退
職した元職員に退職手当の全部又は一部を返納させることが
できることとする等、退職手当について新たな支給制限及び
返納等の制度を創設するものである。

（平成２１年１１月１日から施行）
（主な改正内容）

( ) 支給制限・返納等の事由を拡大する。1
( ) 一部不支給・一部返納制度を創設する。2
( ) 人事委員会への意見聴取を義務付ける。3

◎その他議案
（３件） 【１０】

県土整備部 工事請負契約について 宮川流域下水道（宮川処理区）宮川幹線（第９工区）管渠
工事
○場所 伊勢市小俣町本町地内～上地町地内
○契約金額 円703,500,000
○契約方法 一般競争入札
○請負者住所氏名 津市八町３丁目４番７号

鹿島・森特定建設工事共同企業体
代表者 鹿島建設株式会社三重営業所
所長 山田 健

○工事の概要 施工延長 １，２３５ｍ
シールド工 １，２２５ｍ
（セグメント外径 １，８００㎜）
人孔工 ２基
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区 分 件 名 概 要

【１１】
出納局 財産の取得について 三重県財務会計・予算編成支援システムの機器更新に係る

サーバ機器類の購入

○金額 円81,965,447

【１２】
警察本部 財産の取得について 運転免許センター集合教育用四輪運転シミュレータ装置の

購入

○金額 円62,895,000

◎報告
３０件 【１３】（ ）

県土整備部 専決処分の報告について 県営住宅家賃の滞納に伴う家賃の請求等の訴えの提起（和
訴えの提起 和解を含む 解を含む ）を行った。（ （ 。） 。
について）

【１４】
総務部 専決処分の報告について 平成２０年１０月３１日鈴鹿市長太栄町地内の主要地方道

（損害賠償の額の決定及び 四日市楠鈴鹿線において発生した鈴鹿県税事務所（税務室）
和解について） に係る自動車による公務上の事故に関して損害賠償の額につ

いて和解した。
損害賠償額 円1,749,196

【１５】
環境森林部 専決処分の報告について 平成２１年７月７日尾鷲市中央町地内の駐車場において発

（損害賠償の額の決定及び 生した尾鷲農林水産商工環境事務所（森林・林業室）に係る
和解について） 自動車による公務上の事故に関して損害賠償の額について和

解した。
損害賠償額 円57,800

【１６】
農水商工部 専決処分の報告について 平成２１年４月２８日伊勢市上地町地内の駐車場において

（損害賠償の額の決定及び 発生した農水商工部（企業立地室）に係る自動車による公務
和解について） 上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円182,000

【１７】
県土整備部 専決処分の報告について 平成２１年７月１０日亀山市田村町地内の空き地において

（損害賠償の額の決定及び 発生した鈴鹿建設事務所（総務・管理室）に係る自動車によ
和解について） る公務上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円23,194
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【１８】
警察本部 専決処分の報告について 平成２０年１２月１６日松阪市大口町地内の国道２３号に

（損害賠償の額の決定及び おいて発生した松阪警察署に係る自動車による公務上の事故
和解について） に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 108,485円

【１９】
専決処分の報告について 平成２０年１２月２４日伊勢市御薗町新開地内の市道にお
（損害賠償の額の決定及び いて発生した伊勢警察署に係る自動車による公務上の事故に
和解について） 関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 307,398円

【２０】
専決処分の報告について 平成２１年２月３日津市久居明神町地内の市道において発
（損害賠償の額の決定及び 生した組織犯罪対策課に係る自動車による公務上の事故に関
和解について） して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 56,000円

【２１】
専決処分の報告について 平成２１年３月７日名張市美旗町地内の市道において発生
（損害賠償の額の決定及び した名張警察署に係る自動車による公務上の事故に関して損
和解について） 害賠償の額について和解した。

損害賠償額 160,000円

【２２】
専決処分の報告について 平成２１年３月２２日鈴鹿市平田新町地内の駐車場におい
（損害賠償の額の決定及び て発生した鈴鹿警察署に係る自動車による公務上の事故に関
和解について） して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 15,000円

【２３】
専決処分の報告について 平成２１年３月２５日三重郡川越町地内の町道において発
（損害賠償の額の決定及び 生した四日市北警察署に係る自動車による公務上の事故に関
和解について） して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 390,749円

【２４】
専決処分の報告について 平成２１年３月２９日鈴鹿市磯山四丁目地内の国道２３号
（損害賠償の額の決定及び において発生した鈴鹿警察署に係る自動車による公務上の事
和解について） 故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 18,532円

【２５】
専決処分の報告について 平成２１年３月３０日桑名市大字和泉地内の駐車場におい
（損害賠償の額の決定及び て発生した桑名警察署に係る自動車による公務上の事故に関
和解について） して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 39,420円
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警察本部 【２６】
つづき 専決処分の報告について 平成２１年４月１１日鈴鹿市庄野羽山四丁目地内の駐車場

（損害賠償の額の決定及び において発生した鈴鹿警察署に係る自動車による公務上の事
和解について） 故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 74,905円

【２７】
専決処分の報告について 平成２１年４月２０日東京都目黒区鷹番二丁目地内の区道
（損害賠償の額の決定及び において発生した捜査第二課に係る自動車による公務上の事
和解について） 故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 38,798円

【２８】
専決処分の報告について 平成２１年４月２３日桑名市大山田八丁目地内の県道桑名
（損害賠償の額の決定及び 東員線において発生した桑名警察署に係る自動車による公務
和解について） 上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 42,250円

【２９】
専決処分の報告について 平成２１年５月９日いなべ市大安町石榑東地内の県道四日
（損害賠償の額の決定及び 市菰野大安線において発生した機動捜査隊に係る自動車によ
和解について） る公務上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 94,748円

【３０】
専決処分の報告について 平成２１年５月２５日四日市市富田一色町地内の駐車場に
（損害賠償の額の決定及び おいて発生した四日市北警察署に係る自動車による公務上の
和解について） 事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 142,050円

【３１】
専決処分の報告について 平成２１年６月１１日伊勢市神田久志本町地内の駐車場に
（損害賠償の額の決定及び おいて発生した伊勢警察署に係る自動車による公務上の事故
和解について） に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 96,443円

【３２】
教育委員会 専決処分の報告について 平成２１年３月９日四日市市日永西地内の市道において発

（損害賠償の額の決定及び 生した県立特別支援学校西日野にじ学園に係る自動車による
和解について） 公務上の事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円169,600

【３３】
専決処分の報告について 平成２１年７月２２日熊野市紀和町地内の駐車場において
（損害賠償の額の決定及び 発生した県立熊野少年自然の家に係る自動車による公務上の
和解について） 事故に関して損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円266,238
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【３４】
県土整備部 専決処分の報告について 平成２０年１２月４日津市安濃町内多地内の県道草生窪田

（損害賠償の額の決定及び 津線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る
和解について） 損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円39,309

【３５】
専決処分の報告について 平成２１年３月９日名張市下比奈知地内の国道３６８号に
（損害賠償の額の決定及び おいて、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠
和解について） 償の額について和解した。

損害賠償額 円122,493

【３６】
専決処分の報告について 平成２１年３月２６日伊勢市宇治館町地内の県道伊勢磯部
（損害賠償の額の決定及び 線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損
和解について） 害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円341,250

【３７】
専決処分の報告について 平成２１年４月２６日三重郡菰野町大字竹成地内の県道千
（損害賠償の額の決定及び 草永井線において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に
和解について） 係る損害賠償の額について和解した。

損害賠償額 円4,917

【３８】
専決処分の報告について 平成２１年５月１０日名張市青蓮寺地内の県道名張曽爾線
（損害賠償の額の決定及び において、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害
和解について） 賠償の額について和解した。

損害賠償額 円18,144

【３９】
専決処分の報告について 平成２１年５月２４日尾鷲市九鬼町地内の国道３１１号に
（損害賠償の額の決定及び おいて、道路管理瑕疵に起因して発生した事故に係る損害賠
和解について） 償の額について和解した。

損害賠償額 円176,500

【４０】
企業庁 平成 年度三重県電気事 地方公営企業法施行令第１８条の２第２項の規定に基づく20

業会計継続費精算報告書 もの。
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【４１】
出納局 議会の議決すべき事件以外 県が賃借人となる予定価格７千万円以上の賃貸借の契約

の契約等について
【契約名称】三重県財務会計・予算編成支援システムの機器

更新に係るクライアント関連機器賃貸借契約
【履行場所】三重県出納局、三重県吉田山会館 他
【契約金額】 円47,888,190
【契約方法】一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】

愛知県名古屋市中区栄５丁目２７番１４号
東京センチュリーリース株式会社名古屋支店
支店長 井関 淳一

【契約締結の年月日】平成 年 月 日21 9 4
【契約期間】平成 年 月 日から22 3 1

平成 年 月 日まで27 3 13

＜参 考＞

○ 三重県財務会計・予算編成支援システムの機器更新に係る財務会計システム操作用パソコン等

賃貸借契約

【契約名称】三重県財務会計・予算編成支援システムの機器
更新に係るプリンタ機器賃貸借契約

【履行場所】三重県出納局、三重県吉田山会館 他
【契約金額】 円6,293,700
【契約方法】一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】

愛知県名古屋市中区栄５丁目２７番１４号
東京センチュリーリース株式会社名古屋支店
支店長 井関 淳一

【契約締結の年月日】平成 年 月 日21 9 4
【契約期間】平成 年 月 日から22 3 1

平成 年 月 日まで27 3 13
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警察本部 【契約名称】運転免許センタ－汎用電子計算機等の賃貸借
契約

【履行場所】三重県警察本部交通部運転免許センター
【契約金額】326,425,680円
【契約方法】一般競争入札
【契約の相手方の住所及び氏名】

東京都千代田区丸の内三丁目４番１号
日本電子計算機株式会社
営業本部長 村上 春生

【契約締結の年月日】平成21年8月31日
【契約期間】平成22年 1月 1日から

平成27年12月31日まで

企業庁 地方公営企業の業務に関する予定価格５億円以上の工事又
は製造の請負の契約の変更

【契約名称】揖斐川水管橋下部工耐震補強工事(二期)
【履行場所】(自)三重県桑名市長島町松之木

(至)三重県桑名市多度町南之郷
【契約金額】 円855,734,250
【契約方法】随意契約（変更契約）
【契約の相手方の住所及び氏名】

変更前 三重県桑名市山ノ手通り 番地105
東洋･名星ディストラクト
特定建設工事共同企業体
代表者
東洋建設株式会社三重営業所
所長 水野 康正

変更後 三重県桑名市山ノ手通り 番地105
東洋･名星ディストラクト
特定建設工事共同企業体
代表者
東洋建設株式会社三重営業所
所長 杉森 厚

【変更契約締結の年月日】
平成 年 月 日21 7 6

【契約期間】変更前 平成 年 月 日から18 9 19
平成 年 月 日まで22 7 10

変更後 平成 年 月 日から18 9 19
平成 年 月 日まで21 8 25
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【４２】
企業庁 平成 年度決算に係る資 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項20
病院事業庁 金不足比率（企業会計分） の規定に基づくもの。

について

〈参 考〉

○各企業会計の資金不足比率

平成 年度決算において、水道事業会計、工業用水道事業会計、電気事業会計、病院事業会計20
のいずれも資金剰余であるため、資金不足比率が算定されない。

※健全化判断比率（４指標）及び他の特別会計の資金不足比率については、追加提案時に報告予定

◎認定
（４件） 【４３】

企業庁 平成 年度三重県水道事 地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。20
業決算

【４４】
平成 年度三重県工業用 地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。20
水道事業決算

【４５】
平成 年度三重県電気事 地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。20
業決算

【４６】
病院事業庁 平成 年度三重県病院事 地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づくもの。20

業決算


